
1.は じめに

21世紀の砕石産業は、従来の大量生産。大量消費。大

量廃棄という構造から脱却して、良好な環境を維持しな

がら持続可能な開発 (Sustainable Development)を

実現することが求められる。これまでに開発された採石

場は、骨材市場からの距離と賦存状態 (採掘の難易と原

石の質)により、立地選択されてきた1)。 しかし、近年

の環境問題などに対応していくためには、採掘の難易と

原石の質による賦存状態の把握だけでは不十分である。

そのため、地域社会への影響、開発に関する規制の有無、

自然環境への負荷なども資源としての賦存状態として扱

い、それらを合めて総合的に判断する必要がある。そこ

で、それらを含めた砕石資源の『総合的な賦存状態』を、

本研究では『ポテンシャリティー』と定義する。将来的

な砕石産業の存続を考えた場合、地域社会や自然環境へ

の万全な環境保全対策は、必要不可欠である。そのため

には原石の性状ばかりではなく、開発に対する規制の有

無、地域社会への影響、自然環境への負荷、さらには事

業の経済性等を含めた多様な評価基準を取り上げて、砕

石資源開発に関する総合的なポテンシャリティーを評価

する必要がある。すなわち、総合的なポテンシャリティ

ー評価を行うことによって、合理的な事業計画の策定や

生産活動が効率化され、砕石事業の存続と将来的な安定

供給に繋がると考えられる。

このような問題を体系的に取り扱い、課題解決に向け

た検討を可能にするシステムとして、地理情報システム

(GIS:旦eographic」 formationttystem)が 有効で

あると考えられる。砕石資源開発に関わる多くの評価基

準は、地質や地形といった空間情報として扱うことがで

き、GISではこれらを一元的に管理・分析することが
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可能である2)。 さらに近年では、情報技術の急速な進展

に伴い、空間データがインターネットなどをベースに広

く流通しており、GISを利用し易い環境が整備されて

いる。また近年、住民参加型の開発計画が強く求められ

ており、評価者の意思を開発計画に反映させるとともに、

計画についての意思決定を支援することのできる評価シ

ステムの構築が求められている。開発における意思決定

のような主観的な判断や曖味さを含む評価を定量化する

ことができる階層化意思決定法(AHP:△nalytic」 i―
erarchy2rocess)が、意思決定を支援する上で有効で
あると思われる。
以上の点を踏まえて本研究では、対象課題を体系的に

扱うツールとしてGISを、また評価者の意思決定を支

援する手法としてAHPを採用して、砕石資源開発にお

ける意思決定を効率的に支援するシステムとして、砕石

資源ポテンシャリティー評価システムの構築を行った。

幸長 Xi 環境保全を考慮した砕石資源

ポテンシャリティー評価システムの構築
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2.地理情報システム(GIS)の概要

地理情報システム (GIS)は、コンピュータ上で地

図を作成・保存するだけでなく、地理的に分布する情報

を、「位置を表す空間情報」と「性質を表す属性情報」と

して管理・利用するためのシステムで、空間における様

な々問題を分析することができる。

GISがもつ基本的な機能としては、次の三点が挙げ
られえる。

①データベース機能:地理情報を総合的かつ効率的に蓄

積。管理する。

②空間解析機能:地理情報の検索、分析・解析を効率的

に行う。

③視覚化機能:地理情報を利用目的に応じて、わかりや

すく表示する。

※ 1)

*1):正会員、理事、岩手大学工学部 建設環境工学科 教授 工博
*2)i岩 手大学大学院 工学研究科博士前期課程 建設環境工学専攻 (現 :国土交通省東北地方整備局)
*3):岩 手大学工学部 建設環境工学科 助手 博士 (工学)
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これらの機能を使用し、GISは様々な情報を統合し、

分析して、それを表示できることから、広い視野で様々

な問題を考察し、合理的な意思決定が可能となる。

本研究ではGISコ アソフトとしては、データメンテ

ナンスと開発効率の観点から、米国ESRI社製の
「
Arc View 8.3」 を採用した。また、ラスターデータの

作成や解析のために拡張アプリケーションである
「
Spa‐

tial Analyst」 を使用した。

3.階層化意思決定法(AHP)の概要

階層化意思決定法 (AHP)は 、主観的な判断と意思

決定における階層構造を仮定することで、多くの判断基

準を伴う問題を解決するために考案された方法であ

る3)。 AHPを使用することで、いつくかの候補 (代替

図 l AHPの 手順

Levell Eventual Goal

Level2 Point of Reference

案)の中から最良のものを選択するような場合に、経験

則に加えて、勘やフィーリングといった人間の主観を取

り入れて、合理的な意思決定が可能となる。

図1に AHPの手順を示す。AHPを使用した意思決

定法の手順は次のようである。

(1)問題は分析して階層図を描く。

AHPを使用した意思決定のプロセスは、問題を最終

目標、評価基準、代替案に分解し、図2のような階層図

を構築することから始まる。階層図の一番上には、問題

の最終日標を設定する。その下に、問題を解決するため

の評価基準を並べ、最終日標とツリー構造を設定する。

(2)階層図の各レベルの要素を上のレベルの各要素か

らみて一対比較し、行列を作成する。

AHPでは、表1のように各要素を2つずつ比較する

表 1 -対比較

表 2 -対 比較行列の重要性の尺度とその定義

尺度 定  義
同 じくらい重要

や や 重 要

か な り 重 要

非 常 に 重 要

極 め て 重 要

図2 AHPに おける階層図
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階層図の作成

―対比較行列の作成

整合性の判定

ウェイトの算出

評価基準 1 言平イ面基準2 評価基準3 評価基準4

評価基準 1

評価基準2 1/5

評価基準3 1/3 1/7

評価基準4 1/7 1/5 1/3

最終目標

評価基準 1 評価基準3 評価基準4

代替案 1 代替案2 代替案3

Level3 Alternative

評価基準2



一対比較を行い、ウェイトを決定する。ここで各一対比

較値は、表2に示す
「一対比較行列の重要性の尺度とそ

の定義」に従い設定する。

(3)各一対比較行列で、要素のウェイト、整合度 (C

I)を AHPの理論により計算する。CIが大きす
ぎる場合は、(2)の比較判断を再検討する。

(4)一対比較の結果からウェイトを合成し、最終目的か

らみた代替案の総合ウェイトを求める。

代替案の総合ウェイトWは、(1)式のように表すこと

ができる。

(1)
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STEPl:評価基準の抽出

STEP3:コ ンセプトマップの作成

GIS

図 3 砕石資源ポテンシャリティー評価のフロー

図 4 各ステップの概要

階層図を作成し、それに従い一対比較行列を作成する。

作成した一対比較行列を各グループ内で合成してウェイ

トを算出する。合成したグループー対比較行列の整合性

をCIで判定する。このようにして各評価基準のウェイ

トは、グループごとに算出される。

4. 3 STEP3
STEP3では、GISを使用してグループ毎のコン
セプトマップ (構想図)を作成する。GISを使用して

コンセプトマップを作成する際には、予め各評価基準を

GISデータ化しておく。GISデータ化された評価基

準のスケールがデータによって異なっており、各評価基

準を同一のスケールで扱うために、以下に示す方法によ

って各評価基準に0～ 1のスコアを与えて評価基準の正

規化を行う。

‰

名

鳥

…

鳥

＋名

弓

鳥

…

み

〓″

P′ :評価基準からみた代替案のウェイト(

Ⅳ′:評価基準のウエイト(土 W∫ =1)
′=I

′]′ i=1)

4.砕石資源ポテンシャリティー評価
手法

図3に本研究で構築した砕石資源ポテンシャリティー

評価のフローを示す。砕石資源ポテンシャリティー評価

システムは、砕石生産を行う上で必要な全ての要件を満

たす最適地を抽出する際の意思決定を支援するシステム

である。

図4に、各STEPの概要を示す。
4. l STEPl
STEPlでは、砕石資源ポテンシャリティー評価に

使用する評価基準の抽出を行う。

はじめに、評価を行う評価者を参集する。評価者は砕

石業者、地域住民などの属性をの異なる人々 を参集する。

属性の異なる人々を参集することで、最終的なポテンシ

ャリティー評価では、集団的な同意を得ることができる

と考えられる。今回は、砕石業者と一般市民を対象とし

てアンケートによる意識調査を行った。

4.2 STEP2
STEP2では、STEPlで抽出した評価基準に対
してAHPを適用し、各評価基準のウェイトを算出する。

STEP2:ウ ェイトの算出

STEP4:コ ンセンサスマップの作成

砕
石
資
源
ポ
テ
ン
シ
ャ
リ
テ
ィ
ー
評
価
シ
ス
テ
ム

開発最適地の決定

STEPl

厠躍罰回

①評価者の参集

②評価内容の説明

③評価基準の抽出

STEP2

國□詈割
①階層構造の設定

②一対比較行列の作成

③グループ合成

④ウェイトの算出

STEP3

コンセプトマップの作成

①評価基準のデータ化

②コ価基準の正規化

③オーバーレイ

STEP4

○適合マップ法

○リスクマップ法

コンセンサスマップの作成
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①2値化:適・不適または可。不可のように、0または

1でスコアを配分する方法。

②ステップ関数:ある一定の区間において、同一のスコ

アを配分する方法。

③連続関数:一次関数、二次関数、指数関数などの連続

した関数を利用して、スコアを0～ 1の範囲内で配分

する方法。

④ランク付け:個別の属性に応じて適当なスコアを配分

する方法。

正規化したレイヤにSTEP2で算出した各評価基準
のウェイトの積を求め、これらをオーバーレイさせてい

くことで、グループごとのコンセプトマップを作成する。

図5にオーバーレイの概念図を示す。その際出力され

るレイヤは0～ 1のスコアで表されるが、コンセプトマ

ップは有効数字を考慮し、0～ 100のスコアに換算した。

4. 4 STEP4
STEP4では、STEP3で作成した各グループの
コンセプトマップ (合意形成図)を使用し、最終的な合

意形成であるコンセンサスマップを作成する。

コンセンサスマップは、以下の2通りの作成方法が考

えられる。これらの方法はどちらも一長一短があり、計

画の性質に応じて使い分けることが必要である。

(1)適合マップ法

各コンセプトマップを一定の比率で足し合わせる方法。

適合マップ法では、全てのコンセプトマップを同じレベ

出カレイヤ

ルで扱うことができ、各グループ間の合意形成に有効で

ある。しかし、ポテンシャリテイーの高い地域が開発可

能な地域とならなかったり、ポテンシャリテイーの低い

地域が保全を必要とする地域とならなかったりする可能

性がある。

(2)リ スクマップ法

コンセプトマップを開発と保全の2つに分けてそれぞ

れに対するリスクマップを作成し、一方から他方のリス

クを取り除く方法。リスクマップ法では、ポテンシャリ

ティーと開発可能性または保全の必要性が一致し、感覚

(視覚)的評価と評価結果が一致する。しかし、リスクマ

ップを作成する段階で、コンセプトマップのレベルを1

つ下げることになるので、開発側と保全側のグループ比

率によっては有効な合意形成とならない可能性がある。

5.砕石資源ポテンシャリティー評価

5.1 砕石資源ポテンシャリティーの評価概要
(STEPl)

本研究では、砕石業者と一般市民へのアンケートによ

り、砕石資源開発に関する意識調査を実施した。砕石業

者に対するアンケートは、東北地方の砕石業関係者46団

体について実施した。一般市民に対するアンケートは、

盛岡市民50名について実施した。

表3に評価基準として採用した29個の項目を示す。

~~~¬

評価基準 N「評価基準
1

~~~「

評価基準 2

×Weight l × Vヽbight 2

図 5 オーバーレイの概念図
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表 3 評価基準として採用した項目

No No :名 No

地 11 生 | 21 可

色 乾  比  ヨ 12 22

吸   ア 13 I然 23

圧 縮 ] 14 河 24

岩 石 硬 15 既 開 登 劇 口 テンシヤル

相 対 的 16 住 ナ 26

平  均 17

最 大 傾 斜 18 28

傾  斜 19 【 29 r区

10 20 [

5.2 ウェイトの算出 (STEP2)
AHPを使用して砕石資源ポテンシャリティーを評価

する際に、3層からなる階層構造を仮定した。

図6に階層図を示す。レベル1は砕石資源ポテンシャ

リティーを評価するという最終目的であり、レベル2で

は一対比較の簡略化のために、各評価基準を、資源、地

形、気象、地域、自然、経済、社会の7つの項目に区分

した。レベル3には各評価基準を置いている。

表4に砕石業者、表5に一般市民に対する意識調査結

果から算出したウェイトを示す。表をみると、砕石業者

が資源や経済といった条件を重視しており、一般市民は

自然や社会といった条件を重視しているという意識の差

が明らかになった。

5.3 コンセプトマップの作成 (STEP3)
図7に宮城県における砕石業者のコンセプトマップを

示す。本研究のポテンシャリティー評価では、砕石が主

に県単位で生産。消費されていることやGISデータを

(69)

表 4 砕石業者に対する意識調査結果から
算出したウエイト

レベル2 ウェイト

砕

石

業

者

資 源 0.23

0.13

0.24
: 0.23

石 か

1 0.23

「

丁百
~

地 形 0.14

0.32

ヨ「   " 0.07

傾  余 [ 0.34

傾  斜 0.10

自 封 形 0.17

気 象 0.04

0_24

0.55

冬 期 気 温 0_21

経 済 0.20

道 屁 F I 0.11

市  」 0.23

:地 」 0.27
0.17

人 ロアミテンシャル 0.22

地 域 0.12

0.31

可 0.20

居 住 地 距 i 0.49

自 然 0.14

0.20

0.28

自 0.25

河 り| 0_27

社 会 0.13

見 i :」 区 域 0.32

0.31

0_23

森 カ 区 分 0.14

構築する際のデータが県単位で供給されていることに加

えて、計算処理の効率化を考慮して、県単位で評価を行

った。なお、ポテンシャリティーは、東西×南北lk]1の

グリッドデータで評価した。また、コンセプトマップの

ポテンシャリティーは、0～ 1000のスコアで算出した。

レベル 1

レベル 2

レベル 3

図 6 砕石資源ポテンシャリティー評価の階層図
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砕石資源評価

地 形 気象 経済資源 地域 自然 社会

比

重

水

率

縮

強

度 た

さ

均

標

高 向

然

地

形

水

量

雪

量

路

密

度

ロ

ポ
ニ
ア

ン

シ

ャ

場 住 生

自

然

度

定 的

規

制

区

域

化

区



「

~~

(70)

表 5 -般 市民に対する意識調査結果から
算出したウエイト

評価結果は、ポテンシャリティーの高い地域から低い地

域へ暖色から寒色で表現した。このコンセプトマップの

スコアが高い地域は、砕石資源開発に対するポテンシャ

リティーが高く、開発に適すると評価された地域となる。

図8と図9に東北地方における砕石業者と一般市民の

コンセプトマップを示す。東北地方を表示する際には、

▲ 薔腱

日|
目1鬱
卜艤|

選鰈|

11・ 8・

菫圏
じ螢:

1:場 11`●
-4,

:輻|■ O-4

蝙艤lo="
靱饉100-“
鐘艤126-υ
綱餞20-24

■■,51,

日腱(01(

■■,-9

自■。4

図7 砕石業者のコンセプ トマップ (宮城県)

▲ 砕石場
Valuc

lll・ 6S珈 Oα

E20 St・ 。"
欄田|―
“
std Ow

m蜀‐lo std Dα
辣颯:・ 5 Sl・ 。9

:盤薔:M∝ n
■|‐ ||:05 Std Dev

l■ t■ |■1 10 Staoov

核鰈 lo std oev

ll臓1 20 Std Dev

日 IE 21“ Oev

▲  砕石場
Vel● e

■■ 25鋼 D"

樹ロト2。 Std oα

鶴1臓 -1 5 St」 Dev

瑕艤鷺|-1 0 Stt D"
鰈鮨IЮ 5St8D"

:義姜 M“ n

,II■ 10 Sto Dev

l粽輻 15ヽ o Dev

鋼|‖ 20 Std Dev

l■11 25 StdDev

図8 砕石業者のコンセプトマップ (東北地方)  図9 -般 市民のコンセプトマップ (東北地方 )
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レベル 1 レベル2 ウェイト ウェイト

般

市

民

資 源 0.11

0.23

0.15

0_23

圧  縮 螢   度 0.19

争 石 か た さ 0.20

地 形 0.09

0.27

平  均 票 高 0.19
傾  斜  タ 度 0.17
傾  斜 テ 向 0.15
自 然 ナ 形 0.22

気 象 0.10

0.49

0.27

冬 期 気 温 0.24

経 済 0.06

道  路 度 0.15

市  場 0_21

開 発 可 :地 カ 0_27
0.19

口 ン シ 0.18

地 域 0.18

0.29

可  視 0.21

居 住 地 0.50

自 然 0_25

植 生 自 0.16

特 定 植 物 0_34

自  然 観 0.14

0.36

社 会 0.21

区 域 0.30

0_28

0.25

森 林 所 ラ子区 分 0.17
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評価結果を平均値からのばらつきで表現した。これは、

各県のスコアがその県内における相対的なスコアであり、

東北地方全体を包括するような絶対的な基準でないため

である。図よリポテンシャリテイーの相対的な空間分布

は、砕石業者と一般市民で大きな差がない傾向を示して

いるといえる。

5.4 コンセンサスマップの作成 (STEP4)
図10、 図llに、適合マップ法とリスクマップ法で作成

した宮城県のコンセンサスマップを示す。ここで、適合

マップ法のウェイト比は1:1と した。適合マップ法に

よるコンセンサスマップのポテンシャリティーは、0～

100のスコアで算出した。また、リスクマップ法では、開

発行為に対するリスクマップを作成し、砕石業者のコン

セプトマップからそのリスクを差し引くことでポテンシ

ャリティーを算出した。その際に使用したリスクマップ

は、一般市民のコンセプトマップの評価基準を-100～ 0

のスコアに置き換えたものである。つまり、一般市民の

コンセプトマップにおいて、スコア0の開発不適とされ

た地域を最高のリスクである一100と し、スコア100で最

適とされた地域をリスクなしの0と したものが、リスク

マップとなっている。そのため、砕石業者のコンセプト

マップからリスクを差し引くという考えのリスクマップ

法では、コンセンサスマップのスコアは-100～ 100で算

A nal

図11 リスクマップ法を用いたコンセン
サスマップ (宮城県)

出される。

図12、 図13に、適合マップ法とリスクマップ法で作成

した東北地方のコンセンサスマップを示す。この結果は、

砕石業者と一般市民の両者の意思が反映された結果であ
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図10 適合マップ法を用いたコンセンサスマップ
(宮城県)
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り、これら2つの評価結果によってポテンシャリティー

が高いと判断された地域で砕石資源開発が行われること

が望ましいということができる。

6.ま とめ

本研究では、AHPを適用した砕石資源ポテンシャリ

テイー評価システムの構築を行った。本研究で得られた

結果をまとめると、次のとおりである。

(1)砕石資源ポテンシャリティー評価システムを構築

したことにより、環境保全を考慮した砕石資源開発

に対するポテンシャリティーを、 l kmメ ッシュで定

量的に把握することが可能となった。

(2)AHPを 使用することで、砕石資源開発に関わる意

思決定を、より効率的に支援することができるよう

になった。

(3)ア ンケート調査の結果から、それぞれの評価基準を

比較することで、砕石資源開発における砕石業者と

一般市民の意識の差を把握することができた。

(4)砕石生産のように環境に直接影響を及ぼす開発に

おいては、異なる評価基準を持つ集団の同意を形成

する際に、AHPを適用した空間決定支援システム

が有効であることが明らかとなった。

本研究で構築した砕石資源ポテンシャリティー評価シ

ステムは、環境保全項目までをも含めた多くの評価基準

を考慮してポテンシャリティーを評価することができる

ことから、砕石事業を展開する上での意思決定支援シス

テムとして有効に機能することが期待される。また、砕

石業者や地域住民等の当事者の開発に対するリスクをあ

らかじめ評価しておくことで、社会問題や環境問題など

を回避することができ、効率的な事業展開が可能になる

と考えられる。今後、砕石資源ポテンシャリティー評価

システムの利用価値を高めるためには、構築したデータ

ベースを更新していくことや、新たな砕石業者に関する

データベースを追加すること、砕石生産に関する情報を

共有していくことなどが必要である。そのため環境への

負荷の少ない産業構造の確立と、より良い環境の創造に

向けて、地域住民、事業者、行政など役割に応じた主体

的な取組みが求められる。
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